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第１章 はじめに 

１．基本的な考え方 

（１）目的 

ワクチンの接種により、個人の感染や発症、重症化を防ぐことで、県民の健康を守るとともに、受診患者数を減少させ、入

院患者数や重症者数を抑え、医療提供体制が対応可能な範囲内に収めることは、新型インフルエンザ等による健康被害や社会

経済活動への影響を最小限にとどめることにつながる。そのため、新型インフルエンザ等の発生時に安全で有効なワクチンを

迅速に供給するために、「ワクチン開発・生産体制強化戦略」（令和３年６月１日閣議決定）に基づき、平時から、緊急時にお

けるワクチンの迅速な開発・供給を可能にするために必要な施策に取り組んでいくことが重要である。また、県及び市町村は、

平時からかかりつけ医を中心とする接種体制について着実に準備を進めるとともに、新型コロナ対応を踏まえ、機動的に集団

接種を運用できるよう関係機関との調整及び埼玉版 FEMA 等の訓練を行う。 

新型インフルエンザ等の発生時には、我が国における開発・生産はもとより、外国からの輸入、外国で開発された製品の国

内生産等の全ての手段を通じて、安全で有効なワクチンの迅速な供給を行うとともに、接種に当たっても事前の計画を踏まえ

つつ、新型インフルエンザ等に関する新たな知見を踏まえた柔軟な運用を行う。 

 

（２）位置付け 

本ガイドラインは、埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画第３部第７章ワクチンの対策項目に関して、ワクチンの研究

開発から確保、供給及び接種体制の確立までの一連のオペレーション並びに情報提供・共有等の対策の具体的な実施内容等を

示したものである。 

 

（３）ワクチンの特性 

① パンデミックが発生した際には、県は、国の責任の下、市町村、医療機関等の関係機関や、県民の協力を得て、可能な限

り速やかにワクチンの接種を行う。ワクチンの接種には、一般に、発症や重症化の予防等の効果がある一方、不可避的に生

ずる予防接種の副反応による健康被害のリスクが存在する。このため、ワクチン接種の実施に当たっては、予防接種の有効

性及び副反応による健康被害のリスクについて、利用可能な疫学情報を含めた科学的根拠を基に評価する必要がある。 
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② パンデミック対策におけるワクチンについては、パンデミックワクチンと、新型インフルエンザに関するプレパンデミッ

クワクチンの２種類がある。 

a プレパンデミックワクチン（新型インフルエンザ） 

プレパンデミックワクチンは、新型インフルエンザが発生する前の段階で、鳥インフルエンザの発生状況等を踏まえ、

パンデミックを引き起こす可能性のあるインフルエンザウイルスを基に製造される。流行前に製造されたプレパンデミッ

クワクチンについては、同様のウイルスの亜型であるかどうかにかかわらず、流行前の時点でその有効性の評価を定める

ことはできない。 

ｂ パンデミックワクチン 

パンデミックワクチンは、新型インフルエンザ等の発生後に当該新型インフルエンザ等の病原体を基に製造される。パ

ンデミックワクチンは主にその主成分の種類に応じて、以下のように分類される。 

・ 生ワクチン 

病原性を弱めた病原体からできたワクチン。接種すると、その病気に自然にかかった場合とほぼ同じ免疫力がつくこ

とが期待できる。一方で、副反応として、軽度で済むことが多いものの、その病気にかかったような症状が出ることが

ある。 

・ 不活化ワクチン、組換えタンパクワクチン 

感染力をなくした病原体や、病原体を構成するタンパク質からできたワクチン。１回接種しただけでは必要な免疫を

獲得・維持できないため、一般に複数回の接種が必要。 

・ mRNA（メッセンジャーRNA）ワクチン、DNAワクチン、ウイルスベクターワクチン 

病原体を構成するタンパク質の遺伝情報を投与するワクチン。その遺伝情報を基に、体内で病原体のタンパク質を作

り、そのタンパク質に対する抗体が作られることで免疫を獲得する。 

 

（４）その他 

県は、新型インフルエンザ等対策の実施に当たっては、予防接種の必要性やリスクについて県民に対して十分説明し、理解

を得るよう努めなければならない。また、医学的理由等による未接種者等がいることについて配慮が必要であることに留意す

る。 
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第２章 準備期における対応 

１．ワクチンの研究開発に係る人材の育成及び活用 

  県及び保健所設置市（以下、「県等」という。）は、国及び国立健康危機管理研究機構（Japan Institute for Health Security）

（以下、「JIHS」という。）が行うワクチンの研究開発の担い手の確保を推進するための人材育成に協力する。  

  また、研究開発体制の強化のため、感染症指定医療機関等と当該人材との連携体制の構築に努める。 

 

（１）ワクチンの接種に必要な資材 

  市町村又は県は、以下の表１を参考に、平時から予防接種に必要となる資材の確保方法等の確認を行い、接種を実施する場

合に速やかに確保できるよう準備する。 
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表１ 予防接種に必要となる可能性がある資材 

【準備品】 【医師・看護師用物品】 

□消毒用アルコール綿 

□トレイ 

□体温計 

□医療廃棄物容器、針捨て容器 

□手指消毒剤 

□救急用品 

接種会場の救急体制を踏まえ、必要な物品を準備すること。

代表的な物品を以下に示す。 

・血圧計等 

・静脈路確保用品 

・輸液セット 

・生理食塩水 

・アドレナリン製剤、抗ヒスタミン剤、抗けいれん剤、副腎皮

質ステロイド剤等の薬液 

 

□マスク 

□使い捨て手袋（Ｓ・Ｍ・Ｌ） 

□使い捨て舌圧子 

□膿盆 

□聴診器 

□ペンライト 

【文房具類】 

□ボールペン（赤・黒） 

□日付印 

□スタンプ台 

□はさみ 

【会場設営物品】 

□机 

□椅子 

□スクリーン 

□延長コード 

□冷蔵庫／保冷バッグ・保冷剤 

□ワクチン保管用冷凍庫・冷蔵庫 

□耐冷手袋等 

 

２．ワクチンの供給体制 

① 県は、国の要請を受け、市町村、県医師会、県卸売販売業者団体等の県内関係者と協議の上、ワクチンを円滑に流通させら
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れるよう、以下の体制を整備する。 

 ア 県内の卸売販売業者や医療機関等の在庫状況等を短期間で把握することが可能な体制 

イ ワクチンの偏在があった場合の卸売販売業者の在庫に係る融通方法 

ウ 管内市町村との連携の方法及び役割分担 

② 市町村及び県は、実際にワクチンを供給するに当たっては、県内のワクチン配送事業者のシステムへの事前の登録が必要に

なる可能性があるため、随時事業者の把握をするほか、医療機関単位のワクチン分配量を決定する必要もあることから、県内

の医療機関と密に連携し、ワクチンの供給量が限定された状況に備え、ワクチンの供給量に応じた医療機関ごとの分配量を想

定しておく。 

 

３．接種体制 

（１）接種体制 

市町村又は県は、医療従事者の確保、接種の優先順位の考え方等についての国の整理を踏まえつつ、医師会等の関係者と連

携し、接種に必要な人員、会場、資材等を含めた接種体制の構築に必要な訓練を平時から行うとともに、平時から予防接種に

必要となる資材の確保方法等の確認を行い、必要な場合に速やかに確保できるよう準備する。 

また、県は、市町村の接種体制の状況等を踏まえ、例えば、県による大規模接種会場の設置やワクチンバスの運用等につい

て必要な準備を行う。  

なお、国により職域接種の方針が示された場合は、事業者に対し、実施に関する正確かつ迅速な情報提供を行う。 

 

（２）特定接種 

① 特定接種の制度概要について 

特定接種とは、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号。以下、「特措法」という。）第 28 条に基

づき、「医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定を確保するため」に行うものであり、政府対策本部長がその緊急の

必要があると認めるときに、厚生労働省に指示し、臨時に行われる予防接種をいう。 

 特定接種の対象となり得る者は、 

ア 「医療の提供の業務又は国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務」を行う事業者であって厚生労働大臣の定める
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ところにより厚生労働大臣の登録を受けているもの（以下、「登録事業者」という。）のうちこれらの業務に従事する者

（厚生労働大臣の定める基準に該当する者（以下、「登録対象者」という。）に限る。） 

イ 国家公務員及び地方公務員のうち、 

a 新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務に従事する者 

b 新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施が強く求められる国民の緊急の生命保護と秩 

 序の維持を目的とする業務や国家の危機管理に関する職務に従事する者 

c 民間の登録対象者と同様の職務に従事する者 

である。 

 

② 特定接種の位置付け 

ア 特定接種については、備蓄しているプレパンデミックワクチンが有効であれば、それを用いることとなるが、発生し

た新型インフルエンザ等が備蓄しているもの以外の感染症であった場合や亜型が異なる場合、抗原性が大きく異なる場

合など、備蓄ワクチンの有効性が低い場合には、パンデミックワクチンを用いることとなる。 

イ 特定接種対象者は、海外で新型インフルエンザ等が発生した場合に、他の国民よりも先に、ワクチンの接種を開始す

ることが想定されるため、優先的に接種すべき要因のある特定接種の緊急性を踏まえれば、接種に用いるワクチンの別

にかかわらず、その範囲や総数は、国民が十分理解できるものでなければならない。 

  したがって、特定接種対象者の範囲や総数は、国民の理解が得られるよう、政府対策本部において、登録対象者の中

から、発生時の状況に応じて柔軟に決定する。 

 

③ 特定接種の登録対象者の基準及びその考え方 

特定接種を実施する場合、住民接種よりも先に開始されることを踏まえれば、特定接種の対象となり得る者については、

国民にとって十分理解が得られるように、特措法上高い公益性・公共性があると認められるものでなければならない。この

うち「国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務を行う事業者」について、特措法上の公益性・公共性が認められるのは

国及び地方公共団体と同様の新型インフルエンザ等対策実施上の責務を担う指定（地方）公共機関制度であり、この制度を

中心として特定接種の対象業務を定める。また、この指定（地方）公共機関制度による考え方には該当しないが、特例的に

国民生活の維持に必要な食料供給維持等の観点から、食料製造・小売事業者などが特定接種の対象となり得る登録事業者と
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して追加される。なお、特定接種と住民接種を同時に行う可能性があることに留意する。 

 また、県は、特定接種の登録事業者の対象の決定について、必要に応じ、その拡大等について国に対し要請する。 

 

（３）特定接種の接種体制 

① 概要 

特定接種については、準備期から接種体制の構築を図るとともに、発生からできるだけ早期に接種の準備を行い、接種を

開始することが必要である。 

② 法的位置付け・実施主体等 

ア 特定接種は、特措法第 28 条の規定に基づき、予防接種法第６条第３項による予防接種とみなし、同法の規定を適用し

実施する。 

イ 特定接種は、登録事業者に所属しており厚生労働大臣の定める基準に該当する業務に従事している者及び新型インフル

エンザ等対策の実施に携わる国家公務員については、国が実施主体として接種を実施し、新型インフルエンザ等対策の実

施に携わる地方公務員については、当該地方公務員の所属する市町村又は県が実施主体として接種を実施する。 

ウ 接種に係る費用については、特措法第 65条の規定に基づき、その実施について責任を有する者が支弁する。 

エ 接種費用等については、接種に係るコスト等が適切に評価されるよう設定する。 

③ 準備期における準備 

ア 特定接種対象者に対し、速やかに接種を開始することが求められるものであるため、準備期からできるだけ早期に接種

体制を構築できるよう準備を行う。 

イ 原則として集団的な接種を行うため、100 人以上を単位として接種体制を構築する必要がある。登録事業者は、企業内

診療所において接種体制を構築する、又は接種を行う地域の医療機関とあらかじめ発生時に接種に協力する旨の協定を結

ぶ等により接種体制を構築する。100 人以上の集団的な接種体制を構築できない登録事業者については、登録事業者が属

する事業者団体が集団的な接種体制の確保を図ること。 

なお、特定接種を事業者において実施する方法としては、企業内診療所での接種、外部の医療機関からの診療による接

種が考えられる。企業内診療所の開設について新たに許可が必要な場合には、県又は保健所設置市等は迅速に対応する。 

ウ 上記の方法によってもなお登録事業者又は登録事業者が属する事業者団体ごとに集団的接種体制を構築することが困

難な場合には、業種を担当する省庁等は、必要に応じ、厚生労働省、県や市町村の協力を得て、事業者を支援し、接種体
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制を構築させる。 

エ 医療従事者への特定接種は、勤務する医療機関において実施することとなるため、当該医療機関で接種体制を構築する。 

オ 特定接種の対象となり得る国家公務員や地方公務員については、その所属機関が接種体制の構築を図る。 

 

（４）住民接種 

① 住民接種の対象者は接種を希望する県民全員が基本であるが、パンデミックワクチンの供給の開始から全県民分の供給ま

でには一定の期間を要するため、準備期に、新型インフルエンザ等の発生後の状況に応じてパンデミックワクチンの接種順

位を決定する際の基本的な考え方を整理しておく。 

② 特定接種が行われない場合、まず、新型インフルエンザ等の患者の診療や対応に直接従事する医療従事者等から接種する。 

③ 特定接種の対象となる者及び特定接種が行われない場合に先行的な接種の対象となる医療従事者等以外の接種順位につ

いて、以下のとおりあらかじめ整理された接種の範囲・順位に係る考え方を基に、重症化しやすい者等、発生した新型イン

フルエンザ等に関する情報を踏まえ、新型インフルエンザ等対策推進会議の意見を聴いた上で、政府対策本部において決定

する。 

④ 住民接種の対象者については、以下の４群に分類する。 

 ア 医学的ハイリスク者：呼吸器疾患、心臓血管系疾患を有する者等、発症することにより重症化するリスクが高いと考え

られる者 

  a 基礎疾患を有する者 

基礎疾患により入院中又は通院中の者をいう。厚生労働省は、平成 21年のパンデミック時に取りまとめられた「新型

インフルエンザワクチンの優先接種の対象とする基礎疾患の基準 手引き」や令和２年の新型コロナウイルス感染症の

パンデミック時に取りまとめられた「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施に関する手引き」を参考に、発

生した新型インフルエンザ等による病状を踏まえ、発生時に基準を示す。 

  b 妊婦 

 イ 小児（１歳未満の小児の保護者及び身体的な理由により予防接種が受けられない小児の保護者を含む。） 

 ウ 成人・若年者 

 エ 高齢者：ウイルスに感染することによって重症化するリスクが高いと考えられる群（65歳以上の者） 

⑤ 接種順位については、以下のような新型インフルエンザ等による重症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置いた考
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え方が考えられるが、緊急事態宣言がされている場合、国民生活及び国民経済に及ぼす長期的な影響を考慮する（特措法第

27条の２第１項）と、我が国の将来を守ることに重点を置いた考え方や、これらの考え方を併せた考え方（重症化、死亡を

可能な限り抑えることに重点を置きつつ、併せて我が国の将来を守ることにも重点を置く考え方）もあることから、こうし

た考え方を踏まえ、新型インフルエンザ等対策推進会議の意見を聴いた上で、政府対策本部において決定する。なお、必要

に応じ、新型インフルエンザ等対策推進会議に学識経験者の出席を求める。 

 

接種順位の考え方の例 

ａ 重症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置いた考え方  

・成人・若年者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（医学的ハイリスク者＞成人・若年者＞小児＞高齢者の順で重症化しやすいと仮定） 

①医学的ハイリスク者 ②成人・若年者 ③小児 ④高齢者 

・高齢者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（医学的ハイリスク者＞高齢者＞小児＞成人・若年者の順で重症化しやすいと仮定） 

①医学的ハイリスク者 ②高齢者 ③小児 ④成人・若年者 

・小児に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（医学的ハイリスク者＞小児＞高齢者＞成人・若年者の順で重症化しやすいと仮定） 

①医学的ハイリスク者 ②小児 ③高齢者 ④成人・若年者 

 

ｂ 我が国の将来を守ることに重点を置いた考え方  

・成人・若年者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（医学的ハイリスク者＞成人・若年者＞高齢者の順で重症化しやすいと仮定） 

①小児 ②医学的ハイリスク者 ③成人・若年者 ④高齢者  

・高齢者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（医学的ハイリスク者＞高齢者＞成人・若年者の順で重症化しやすいと仮定） 

①小児 ②医学的ハイリスク者 ③高齢者 ④成人・若年者 
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ｃ 重症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置きつつ、併せて我が国の将来を守ることにも重点を置く考え方 

・成人・若年者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（成人・若年者＞高齢者の順で重症化しやすいと仮定） 

①医学的ハイリスク者 ②小児 ③成人・若年者 ④高齢者 

・高齢者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザ等の場合 

（高齢者＞成人・若年者の順で重症化しやすいと仮定） 

① 医学的ハイリスク者 ②小児 ③高齢者 ④成人・若年者 

 

※丸付き数字は接種順位を示す。 

 

【新型コロナ対応における接種順位の考え方】 

新型コロナ対応における住民接種の接種順位の考え方は、当初確保できるワクチンの量に限りがあり、その供給も順次行われ

る見通しであったことから、国が接種順位と接種の時期を公表し、順次接種していくこととした。初回接種については、接種目的

に照らして、新型コロナウイルス感染症患者（新型コロナウイルス感染症疑い患者を含む。以下同じ。）に直接医療を提供する施

設の医療従事者等（新型コロナウイルス感染症患者の搬送に携わる救急隊員等及び患者と接する業務を行う保健所職員等を含

む。）、高齢者、基礎疾患を有する者及び高齢者施設等の従事者を接種順位の上位に位置付けて接種することとした。接種順位の上

位の者の具体的な範囲については令和２年 12 月 17 日に国が作成した「新型コロナウイルス感染症に係る予防接種の実施に関す

る手引き」において示している。 

 

（５）住民接種の接種体制 

① 概要 

新型インフルエンザ等が県民の生命及び健康に著しく重大な被害を与え、県民生活及び県民経済の安定が損なわれること

のないようにするため緊急の必要があると認めるときは、県民全員がワクチンを接種することができる体制の構築を図る。 

② 法的位置付け・実施主体等 

ア 新型インフルエンザ等が県民の生命及び健康に著しく重大な被害を与え、県民生活及び県民経済の安定が損なわれるこ

とのないようにするため緊急の必要があると認めるときは、特措法第 27 条の２第１項の規定に基づき、予防接種法第６
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条第３項の規定（臨時の予防接種）による予防接種として、市町村又は県が接種を実施する。 

イ 住民接種の実施主体は、市町村又は県とされているが、全県民を対象とする住民接種を実施する場合においては、市町

村において接種体制を構築の上、当該市町村の住民の接種を実施することとし、県は、県内の市町村の状況を踏まえ、必

要に応じ補充的に接種会場を設けるという役割分担が基本となる。 

ウ 住民接種の費用負担については、予防接種法第 27 条第２項の規定に基づき、県民に対する予防接種の費用全額を国庫

が負担する。接種費用については、接種に係るコスト等が適切に評価されるよう国が設定する。 

③ 準備期における準備 

ア 市町村又は県は、住民接種については、厚生労働省及び市町村にあっては県の協力を得ながら、希望する県民全員が速

やかに接種することができるよう、準備期の段階から、初動期や対応期に求められる対応を想定し、パンデミック時にワ

クチン接種の円滑な実施が可能となるよう、以下に列挙する事項等の接種に必要な資源等を明確にした上で、地域医師会

等と連携の上、接種体制について検討を行う。また、必要に応じ、接種会場において円滑な接種を実施できるよう接種の

流れを確認するシミュレーションを行うなど接種体制の構築に向けた訓練を平時から行う。 

  市町村又は県は、医師会等の医療関係者及び学校関係者等と協力し、地域のかかりつけ医や診療所等による個別接種体

制を確認する。また、国が示す接種体制の具体的なモデル等を参考として、接種に携わる医療従事者等の体制や、接種の

場所、接種の時期の周知・予約等、接種の具体的な実施方法について準備を進める。 

a 接種対象者数 

b 地方公共団体の人員体制の確保 

c 医師、看護師、受付担当者等の医療従事者等の確保 

d 接種場所の確保（医療機関、保健所、保健センター、学校等）及び運営方法の策定 

e 接種に必要な資材等の確保 

f 国、都道府県及び市町村間や、医師会等の関係団体への連絡体制の構築 

g 接種に関する住民への周知方法の策定  

 

イ 市町村又は県は、医療従事者や高齢者施設の従事者、高齢者等の接種対象者数を推計しておく等、住民接種のシミュレ

ーションを行うことが必要である。また、高齢者施設等の入所者など、会場での接種が困難な者が接種を受けられるよう、

市町村又は県の介護保険部局、障害保健福祉部局と衛生部局等が連携し、これらの者への接種体制を検討すること。 
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表３ 接種対象者の試算方法の考え方 

 住民接種対象者試算方法  備考 

総人口 人口統計（総人口） A  

基礎疾患のある者 対象地域の人口の 7％ B  

妊婦 母子健康手帳届出数 C  

幼児 人口統計（1-6歳未満） D  

乳児 人口統計（1歳未満） E1  

乳児保護者※ 人口統計（1歳未満）×2 E2 乳児の両親として、対象人口の 2倍に相当 

小学生・ 

中学生・ 

高校生相当 

人口統計（6歳-18歳未満） F  

高齢者 人口統計（65歳以上） G  

成人 対象地域の人口統計から上記の人数を除いた人数 H A-(B+C+D+E1+E2+F+G)=H 

※ 乳児（１歳未満の者）が接種不可の場合、その保護者を接種対象者として試算する。 

 

ウ 市町村又は県は、医療従事者の確保について、接種方法（集団的接種か個別接種）や会場の数、開設時間の設定等によ

り、必要な医療従事者の数や期間が異なることから、接種方法等に応じ、必要な医療従事者数を算定すること。特に、接

種対象者を１か所に集めて実施する集団的接種においては、多くの医療従事者が必要であることから、市町村は、地域の

医師会等の協力を得てその確保を図るべきであり、個別接種、集団的接種いずれの場合も、地域医師会や医療機関等との

協力の下、接種体制が構築できるよう、事前に合意を得ることが望ましい。 

エ 市町村又は県は、接種場所の確保について、各接種会場の対応可能人数等を推計するほか、各接種会場について、受付

場所、待合場所、問診を行う場所、接種を実施する場所、経過観察を行う場所、応急処置を行う場所、ワクチンの保管場

所及び調剤（調製）場所、接種の実施に当たる人員の配置のほか、接種会場の入口から出口の導線に交差がなく、かつそ

れぞれの場所で滞留が起こらないよう配置を検討すること。また、調製後のワクチンの保管では室温や遮光など適切な状

況を維持できるよう配慮すること。なお、医師及び看護師の配置については自らが直接運営するほか、地域の医師会等と

委託契約を締結し、当該地域の医師会等が運営を行うことも可能である。 



予防接種（ワクチン）に関するガイドライン 
（第２章 準備期における対応） 

13 

 

オ 市町村又は県は、パンデミック時に接種を実施する医療機関と委託契約を結ぶほか、全国の医療機関と全国の市町村又

は都道府県が集合的な契約を結ぶことができるシステムを活用し、パンデミック時に近隣市町村間などが連携し、広域的

な接種体制の構築が可能となるようにする。また、住民接種における接種対象者の特定や接種勧奨については、市町村が

当該市町村の住民に対して実施することが基本であることから、市町村においては、日頃からシステムにおける接種対象

者等の情報の適切な管理を行う。 

カ 県は、過去のパンデミックにおける大規模接種会場の運営の経験や、市町村及び国との情報共有で得た知見等を集約す

ることで、パンデミック発生時には県が実施者としても住民接種を実施できるよう、あらかじめ関係者との連携等に努め

るとともに、市町村が住民接種をする際に市町村を事務的、技術的に支援できる体制を構築する。具体的には、ワクチン、

ワクチンの接種に必要な資材等について市町村間の偏在が生じないよう市町村や地域の卸業者等と流通の調整を行うこ

とや、医療従事者が不足する市町村への支援、接種後の副反応に係る相談といった市町村で対応が困難な医学的知見が必

要となる専門的な相談等を住民から受け付ける専門的な相談窓口の設置、接種ニーズに対応できるよう市町村の接種会場

に加え、県が大規模接種会場を設置すること等が想定される。 

 

４．情報提供・共有 

予防接種に関する情報提供・共有について、「情報提供・共有、リスクコミュニケーションに関するガイドライン」に掲げら

れる事項のうち、予防接種における情報提供・共有にも活用できるものについては、積極的に活用することを考慮する。 

 

（１）県民への対応 

県は、被接種者及びその保護者等に対し、感染症に関する情報、予防接種の効果、ワクチンの有効性及び安全性、副反応の

リスク及び副反応を防止するための注意事項について、普及啓発の推進を図る。 

具体的には、リーフレット等の作成や報道機関と連携した広報等を積極的に行うことにより予防接種に対する県民の理解の

醸成を図る。その際、市町村等の関係者は、必要に応じて協力するよう努める。 

さらに、WHOが表明している「世界的な健康に対する脅威」の一つとして「Vaccine Hesitancy1」が挙げられており、予防

 
1 The reluctance or refusal to vaccinate despite the availability of vaccines（WHO：The threats to global health in 2019） 日本語訳として「ワクチン忌避」「予

防接種への躊躇」等が、使われている。 
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接種におけるコミュニケーションの役割が指摘されている。こうした状況も踏まえ、平時を含めた準備期においては、県及び

市町村は、定期の予防接種について、被接種者やその保護者（小児の場合）等にとって分かりやすい情報提供を行うとともに、

被接種者等が持つ疑問や不安に関する情報収集及び必要に応じたＱ＆Ａ等の提供など、双方向的な取組を進める。 

 

（２）地方公共団体における対応 

市町村は、定期の予防接種の実施主体として、医師会等の関係団体との連携の下に、適正かつ効率的な予防接種の実施、健

康被害の救済及び住民への情報提供等を行うこととなり、県は、こうした市町村の取組を支援することとなる。 

予防接種に関する海外からの情報収集及び全国的な接種率の把握等、県及び市町村での対応が難しいものについては、国の

役割として行う必要がある。 

 

（３）医療現場等における対応 

医療従事者は、被接種者及びその保護者に対して予防接種の効果及び副反応に関する丁寧な説明を行うこと、特に接種医は

基礎疾患を有する者等に対する慎重な予診を行うことが重要である。 

一方、近年、接種ワクチンの種類及び回数が増加していることに伴い、接種スケジュール等が複雑化しており、接種誤りへ

の懸念及びワクチンの最新知見を習得する必要性が高まっていることを踏まえ、厚生労働省は、文部科学省、県及び市町村、

医師会等の関係団体並びに関係学会等と連携し、医療従事者を対象とした予防接種に関する継続的な教育、研修の充実を図る。 

 

（４）その他留意すべき事項 

① 衛生部局以外の分野との連携 

県・市町村衛生部局は、予防接種施策の推進に当たり、医療関係者及び衛生部局以外の分野、具体的には県・市町村労働

部局、介護保険部局、障害保健福祉部局等との連携及び協力が重要であり、その強化に努める必要がある。 

また、児童生徒に対する予防接種施策の推進に当たっては、学校保健との連携が不可欠であり、県・市町村衛生部局は、

県・市町村教育委員会等との連携を進め、例えば、必要に応じて学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56 号）第 11 条に規定

する就学時の健康診断及び第 13 条第１項に規定する児童生徒等の健康診断の機会を利用して、予防接種に関する情報の周

知を市町村教育委員会や学校に依頼する等、予防接種施策の推進に資する取組に努める必要がある。 

② 新型インフルエンザ等対策における情報提供 
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県は、新型インフルエンザ等対策におけるワクチンの意義や制度の仕組み等、予防接種やワクチンへの理解を深める啓発

を行うとともに、供給体制・接種体制、接種対象者や接種順位の在り方といった基本的な情報について情報提供・共有を行

い、県民の理解促進を図る必要がある。 

③ その他 

県は、新型インフルエンザ等対策の実施に当たっては、予防接種の必要性やリスクについて県民に対して十分説明し、県

民が接種を受けるかどうか適切に判断を行えるよう、県として正確な情報提供を行う必要がある。 

また、医学的な理由等による未接種者もいるため、接種をしないことによる不利益等が生じないよう、十分な配慮が必要

であることを、ワクチン接種の趣旨とともに、県や市町村のウェブサイト等の広報媒体を通じて周知する。 

 

５．DX の推進 

① 市町村は、市町村が活用する予防接種関係のシステム（健康管理システム等）が、国が整備するシステム基盤と連携する

ことで、予防接種事務のデジタル化が実現されるよう、国が示す当該システムに関する標準仕様書に沿って、当該システム

の整備を行う。 

② 市町村は、接種対象者を特定の上、国が整備するシステム基盤に接種対象者を登録することで、接種勧奨を行う場合に、

システムを活用して接種対象者のスマートフォン等に通知できるよう準備を進める。ただし、電子的に通知を受けることが

できない者に対しては、紙の接種券等を送付する必要があることに留意する。 

③ 市町村又は県は、予防接種事務のデジタル化に対応する医療機関を県民が把握できるよう、また、マイナンバーカードを

活用して電子的に予診票情報の登録等を行った接種対象者が、予防接種事務のデジタル化に対応できていない医療機関に来

院する等のミスマッチが生じないよう環境整備に取り組む。 
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第３章 初動期における対応 

１．ワクチンの確保 

（１）ワクチンの接種に必要な資材 

 市町村及び県は、第２章１（１）において必要と判断し準備した資材について、適切に確保する。 

 

２．接種体制 

（１）特定接種 

① 接種体制の構築等 

ア 医療従事者の確保 

a 接種には多くの医療従事者の確保が必要となることから、接種体制を構築する登録事業者、県及び市町村は、県医師会  

 等の協力を得て、その確保を図る。また、県及び市町村は、接種体制を構築する登録事業者に対して、医療従事者の確

保に向けて県医師会等の調整が得られるよう必要な支援を行う。 

b 通常の協力依頼では医療従事者の確保ができないような場合、知事は、特措法第 31条の規定に基づき、医師、看護師

その他政令で定める医療関係者に対し、特定接種の実施に関し必要な協力の要請又は指示（以下、「要請等」という。）

を行うことを検討する。歯科医師等に接種を実施させる場合、県は、厚生労働省が開催する歯科医師等に対する接種に

係る研修について、情報提供を行う。 

 

イ 登録事業者又は事業者団体における接種体制の構築 

a 原則として、登録事業者ごとの接種対象者数は事前に登録している人数を上回らないものとする。 

b 登録事業者又は事業者団体は、予定した接種体制に変更がある場合は、業種の担当省庁を経由して、厚生労働省へ登録

する。 

c 医療従事者への接種は、勤務する医療機関において実施する。 
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（２）住民接種 

① 実施の判断 

  市町村は、目標となる接種ペースに応じた接種を速やかに開始できるよう、住民基本台帳に基づく人口や年齢等の情報、

接種記録等を管理するシステム基盤等を通じて接種予定数の把握を行い、接種の勧奨方法や予約の受付方法について検討

するとともに、接種に必要な資材等の確保に向けた調整を開始する。 

② 接種体制の構築等 

ア 市町村及び県の人員体制の確保 

a 接種の準備に当たっては、予防接種業務所管部署の平時の体制で想定している業務量を大幅に上回る業務量が見込ま

れるため、組織・人事管理などを担う部署も関与した上で、全庁的な実施体制の確保を行う。 

b 予防接種を実施するために必要な業務を洗い出し、各業務の担当部門を決定した上で、それぞれの業務について、必要

な人員数の想定、個人名入り人員リストの作成、業務内容に係る事前の説明の実施、業務継続が可能なシフトの作成な

どを行い、業務の優先順位及び内容に応じて必要な人員の確保及び配置を行う。予防接種の円滑な推進を図るためにも、

県の保護施設担当部局及び福祉事務所、市町村介護保険部局、障害保健福祉部局と衛生部局が連携し行うこと（調整を

要する施設等及びその被接種者数を介護保険部局や障害保健福祉部局又は県の保護施設担当部局及び福祉事務所が中

心に取りまとめ、接種に係る医師会等の調整等は衛生部局と連携し行うこと等）が考えられる。なお、接種会場のスタ

ッフ、コールセンター、データ入力等、外部委託できる業務については積極的に外部委託するなど、業務負担の軽減策

も検討する。 

 

イ 医療従事者の確保 

a 接種には多くの医療従事者の確保が必要となることから、市町村又は県は、県医師会等の協力を得て、その確保を図

る。 

b 通常の協力依頼では医療従事者の確保ができないような場合、知事は、特措法第 31条第３項に基づき、医療関係者に

対し、県民に対する予防接種の実施に関し必要な協力の要請等を行う。 

c 接種に携わる医療従事者の不足が見込まれる場合等においては、知事は、特措法第 31 条の２及び第 31 条の３に基づ

き歯科医師、診療放射線技師等に接種を行うよう要請することを検討する。歯科医師等に接種を実施させる場合は、厚

生労働省は、関係団体と連携し、歯科医師等に対する接種に係る研修の機会を提供する。 
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ウ 接種の実施会場の確保 

a 市町村又は県は、接種が円滑に行われるよう、県内の実情に応じて、県医師会、近隣地方公共団体、医療機関、健診機

関等と接種実施医療機関の確保について協議を行う。その際、あわせて、接種実施医療機関等において、診療時間の延

長や休診日の接種等も含め、多人数への接種を行うことのできる体制を確保するほか、必要に応じ、保健所・保健セン

ター、学校など公的な施設等の医療機関以外の会場等を活用し、医療機関等の医師・看護師等が当該施設等において接

種を行うことについても協議を行う。また、県においては、市町村の接種の負担を軽減するため、大規模接種会場を設

けることも考えられる。 

b 市町村又は県は、高齢者施設、社会福祉施設等に入所中の者など、会場での接種が困難な者が接種を受けられるよう、

市町村又は県の介護保険部局等、医師会等の関係団体と連携し、接種体制を構築する。 

 

エ 臨時の接種会場について 

a 市町村又は県は、医療機関等以外の臨時の接種会場を設ける場合は、当該接種会場の運営方法を検討することとし、医

療従事者以外の運営要員の確保を進める。なお、臨時の接種会場を設ける場合は、当該接種会場において、ワクチンの

配送や予約管理、マイナンバーカードを活用した接種対象者の本人確認等の予防接種事務のデジタル化が実現されるよ

う、当該接種会場をシステム基盤に登録するほか、必要な設備の整備等の手配を行う。 

b 医療機関等以外の臨時の接種会場を設ける場合は、医療法に基づく診療所開設の許可・届出が必要である。また、接種

方法や会場の数、開設時間枠の設定により、必要な医師数や期間が異なることから、地域の実情に合わせて、必要な医

療従事者数を算定すること。なお、具体的な医療従事者等の数の例としては、予診・接種に関わる者として、予診を担

当する医師１名、接種を担当する医師又は看護師１名、薬液充填及び接種補助を担当する看護師又は薬剤師等１名を１

チームとすることや接種後の状態観察を担当する者を１名おくこと（接種後の状態観察を担当する者は可能であれば看

護師等の医療従事者が望ましい。）、その他、検温、受付・記録、誘導・案内、予診票確認、接種済証の発行などについ

ては、事務職員等が担当することなどが考えられる。 

c 接種会場での救急対応については、被接種者にアナフィラキシーショックやけいれん等の重篤な副反応がみられた際

に、応急治療ができるための救急処置用品として、例えば、血圧計、静脈路確保用品、輸液、アドレナリン製剤・抗ヒ

スタミン剤・抗けいれん剤・副腎皮質ステロイド剤等の薬液等が必要であることから、薬剤購入等に関してはあらかじ
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め郡市区医師会等と協議の上、物品や薬剤の準備を行うとともに、常時対応が可能となるよう、救急処置用品について

適切な管理を行うこと。また、実際に重篤な副反応が発生した場合、発症者の速やかな治療や搬送に資するよう、あら

かじめ、会場内の従事者について役割を確認するとともに、県、県医師会等の地域の医療関係者や消防機関の協力を得

ながら、地域の医療機関との調整を行い、搬送先となる接種会場近傍の二次医療機関等を選定して、地域の医療関係者

や消防機関と共有することにより、適切な連携体制を確保すること。アルコール綿、医療廃棄物容器等については、原

則として全て市町村が準備することとなるが、事前にその全てを準備・備蓄することは困難であることから、郡市医師

会等から一定程度持参してもらう等、あらかじめ協議が必要な場合は、事前に検討を行う。また、市町村が独自で調達

する場合においても、あらかじめその方法を関係機関と協議する必要があるが、少なくとも取引のある医療資材会社と

情報交換を行う等、具体的に事前の準備を進める。具体的に必要物品としては、以下のようなものが想定されるため、

会場の規模やレイアウトを踏まえて必要数等を検討すること。 
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表４ 接種会場において必要と想定される物品 

【準備品】 【医師・看護師用物品】 

□消毒用アルコール綿 

□トレイ 

□体温計 

□医療廃棄物容器、針捨て容器 

□手指消毒剤 

□救急用品 

接種会場の救急体制を踏まえ、必要な物品を準備するこ

と。代表的な物品を以下に示す。 

・血圧計等 

・静脈路確保用品 

・輸液セット 

・生理食塩水 

・アドレナリン製剤、抗ヒスタミン剤、抗けいれん剤、副腎

皮質ステロイド剤等の薬液 

 

□マスク 

□使い捨て手袋（Ｓ・Ｍ・Ｌ） 

□使い捨て舌圧子 

□膿盆 

□聴診器 

□ペンライト 

【文房具類】 

□ボールペン（赤・黒） 

□日付印 

□スタンプ台 

□はさみ 

【会場設営物品】 

□机 

□椅子 

□スクリーン 

□延長コード 

□冷蔵庫／保冷バッグ・保冷剤 

□ワクチン保管用冷凍庫・冷蔵庫 

□耐冷手袋等 

 

d 感染性産業廃棄物が運搬されるまでに保管する場所は、周囲に囲いを設け、当該廃棄物の保管場所である旨等を表示し

た掲示板を掲げること等の必要な措置を講じなければならない。その他、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45

年法律第 137号）の基準を遵守すること。また、廃棄物処理業者と収集の頻度や量等についてよく相談すること。 
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e 感染予防の観点から、接種経路の設定に当たっては、ロープなどにより進行方向に一定の流れをつくることや、予診票

の記入漏れや予防接種の判断を行うに際し、接種の流れが滞ることがないよう配慮すること。また、会場の確保につい

ては、被接種者が一定の間隔を取ることができるように広い会場を確保することや要配慮者への対応が可能なように準

備を行うこと。 

 

オ 職域接種の実施について 

a 職域接種の実施形態については、厚生労働省が示す一定の回数以上の接種を実施することが可能な能力を有するもの

を対象とすることとし、企業単独での実施のほか、中小企業が商工会議所等を通じて共同で実施すること、企業が下請

け企業など取引先も対象に含めて実施すること、大学等が学生も対象に含めて実施することなども可能とすることが考

えられる。 

b 接種に必要な会場や医療従事者等は企業や大学等が自ら確保することとし、地方公共団体による高齢者等への接種に

影響を与えないよう行うこととする。なお、接種の実施については、企業内診療所等での実施や契約医療機関が出張し

ての実施、契約医療機関に出向いての実施等の手法がある。 

c 職域接種も予防接種法に基づく予防接種として行われるものであり、接種費用は、同法に基づき支給される。 

d 職域接種を行う者は、正確な本人確認を実施するほか、迅速な接種記録の把握のため、国が整備するマイナンバーカー

ドを活用した本人確認及び接種記録のシステムへの入力を実施できる環境を整備することとする。 

 

カ 県による支援 

  県において、国が示す接種の実施方法等について市町村に速やかに情報提供を行い、市町村が接種体制を構築するた

めの事務的、技術的な支援を実施する。また、市町村向けの相談窓口を設置し、国への相談・照会事項等について取り

まとめを行う。さらに、必要に応じて、専門的な相談等を住民から受け付ける専門的な相談窓口等の設置を行う。 

  なお、職域接種の方針が示された場合は、事業者に対し、実施に関する正確かつ迅速な情報提供を行う。 
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第４章 対応期における対応 

１．ワクチンや必要な資材の供給 

① 厚生労働省は、ワクチンの流通、需要量及び供給状況の把握について、接種開始後は定期的にワクチンの納入実績や接種実

績を取りまとめ、その結果等を踏まえて供給量及び配分量を決定する。なお、国が一括してワクチンの供給を担う場合には、

医療機関等のワクチン納入希望量を集約し、市町村又は県への配分量を決定し、配分につなげるシステムを活用する。その際、

市町村又は県が接種会場、医療従事者、資材等の確保、運営準備等を的確に行えるよう、県及び市町村に対して、正確なワク

チンの供給量、配送日程、必要な資材等の情報提供・共有を早期に行うよう努めるものとし、ワクチン供給計画を随時更新す

る。 

② 県及び市町村は、ワクチンの供給に滞りや偏在等が生じた場合で、それらの問題を解消するために、県を中心に関係者に対

する聴取や調査等を行って県内の在庫状況を含む偏在等の状況を把握した上で、地域間の融通等を行うよう国から要請があ

った際は、これを行う。なお、ワクチンの供給の滞りや偏在等については、特定の製品を指定することが原因であることが少

なからずあるため、他の製品を活用すること等も含めて地域間の融通等を行うことも合わせて行う。 

③ 県及び市町村は、国から、ワクチンの供給量及び配分量を踏まえてワクチン接種に必要な資材の供給を受ける。また、供給

の滞りや偏在等については、特定の製品に偏って発注等を行っていることが原因であることも考えられるため、国から要請が

あった際は、県を中心に他の製品を活用すること等も含めて地域間の融通等を行う。 

 

２．接種体制 

（１）特定接種 

① 実施の判断 

ア 政府対策本部長は、発生した新型インフルエンザ等の病原性などの特性やその際の医療提供体制、国民生活及び国民経

済の状況、プレパンデミックワクチンの使用の可否やパンデミックワクチンの開発・供給状況を踏まえ、新型インフルエ 

ンザ等対策推進会議の意見を聴いて、特定接種の実施について速やかに決定し、厚生労働大臣に対し、以下に掲げる事項

について指示する。 
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 なお、総枠調整率等詳細な実施事項については、基本的対処方針において定める。 

a 登録事業者に所属しており厚生労働大臣の定める基準に該当する業務に従事している者及び新型インフルエンザ等対策

の実施に携わる国家公務員に対し、特定接種を実施すること 

b 新型インフルエンザ等対策の実施に携わる地方公務員に対し、特定接種を実施するよう当該地方公務員の所属する市町

村又は都道府県の長に指示すること 

 

イ プレパンデミックワクチンが有効であり、パンデミックワクチンの追加接種の必要性がないと判断される場合には、プ

レパンデミックワクチン既接種者はパンデミックワクチンの対象から外れる場合も考えられ、その判断は、専門家の意見

等も踏まえた上で新型インフルエンザ等対策推進会議の意見を聴いて、政府対策本部が行う。プレパンデミックワクチン

の有効性がない又は不明である場合には、パンデミックワクチンの対象とする。 

 

② 接種体制の構築等 

ア 医療従事者の確保 

a 特定接種の実施主体が接種に携わる医療従事者の確保ができないような場合、知事は、特措法第 31条の規定に基づき、

医師、看護師その他政令で定める医療関係者に対し、特定接種の実施に関し必要な協力の要請等を行うことを検討する。 

b 接種に携わる医療従事者が不足する場合等においては、特措法第 31 条の２及び第 31 条の３に基づき歯科医師、診療

放射線技師等に接種を行うよう要請することを検討する。歯科医師等に接種を実施させる場合、県は、厚生労働省が開

催する歯科医師等に対する接種に係る研修について、情報提供を行う。 

 

イ 登録事業者又は事業者団体における接種体制の構築 

a 原則として、登録事業者ごとの接種対象者数は事前に登録している人数を上回らないものとする。 

b 登録事業者又は事業者団体は、予定した接種体制に変更がある場合は、業種の担当省庁を経由して、厚生労働省へ登 

 録する。 

c 医療従事者への接種は、勤務する医療機関において実施する。 

 

ウ 厚生労働省は、業種の担当省庁の協力を得て、以下の手順を基本とし、接種の調整を行う。 
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a 登録事業者に対し、政府対策本部が決定した特定接種の総枠及び接種対象者数を通知する。 

b 登録事業者に対し、企業内診療所において接種する場合は、接種体制を構築するよう求め、医療機関等に委託するこ 

ととしていた場合は、あらかじめ協定を結んだ医療機関等に、接種の実施を依頼するよう求める。 

c 業種の担当省庁に対し登録事業者ごとの、接種予定医療機関名、接種予定者数及びその合計数を把握することを求め

る。厚生労働省は必要に応じて業種の担当省庁へこれらの情報について提出するよう求めることができる。 

d 登録事業者は、国、地域医師会の協力を得て、各接種実施医療機関（企業内診療所を含む。以下同じ。）と接種体制を

構築する。 

e 厚生労働省は、登録事業者から提出を受けた接種予定人数を踏まえ、県等の協力を得て、ワクチン供給予定日を伝達す

るとともに、接種予定医療機関（企業内診療所を含む。）にワクチンが供給されるよう調整する。 

 

エ 登録事業者と各接種実施医療機関は、厚生労働省から伝達されたワクチン配分量等を踏まえて、接種日時等を決定し、 

 接種を実施する。 

 

オ 登録事業者は、従業員に対して予防接種について説明し、同意を得た上で接種予定者名簿を作成する。登録事業者は各 

 接種実施医療機関に接種予定者名簿を提出することとし、各接種実施医療機関における接種対象者の確認は、接種予定者 

 名簿及び職員証等で行う。 

 

③ 接種の実施 

  国は、整備されたシステムを活用し、スマートフォン等に接種会場等、接種に関する情報の提供を行う。接種を受ける

こととした接種対象者は、事前にスマートフォン等から予診情報を入力する。 

  接種を行う者は、整備した基盤を活用し、マイナンバーカード等による正確な本人確認を実施した上で、接種を行う（マ

イナンバーカードを保有していない接種対象者については別の方法で本人確認を行う）。接種を実施した後は、接種記録

をシステムに速やかに入力する。 

 

④ 報告・公表等 

  登録事業者は、実際に接種した人数を集計するとともに、業種の担当省庁に報告する。業種の担当省庁は、接種者数を
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厚生労働省に報告し、厚生労働省が集計する。 

  登録事業者として登録された事業者については、その事業者名を登録完了時に公表されるものとする。また、登録事業

者として登録した事業者は、「業務を継続的に実施するよう努めなければならない」（特措法第４条第３項）が、他の国民

への接種よりも先に接種することからも、このような義務を果たすことを担保するため、特措法上の公共性・公益性と登

録事業者の利益の程度に応じた義務を明確にする。このため、届出及び公表に関する事項については、登録に関する実施

要領において別途定めるものとするが、基本的枠組としては、新型インフルエンザ等の発生後、登録事業者は、業種を担

当する省庁に業務の継続状況に関する事項を届出し、業種を担当する省庁は、接種を実施した事業者名等を公表するもの

とする。 

 

（２）住民接種 

① 実施の判断 

a 特措法第 27 条の２第１項に基づき、政府対策本部は、「新型インフルエンザ等が国民の生命及び健康に著しく重大な被

害を与え、国民生活及び国民経済の安定が損なわれることのないようにするため緊急の必要があると認めるときは、基本

的対処方針を変更」し、予防接種法第６条第３項の規定による予防接種の対象者及び期間を定める。なお、ワクチンにつ

いて、当面、確保できるワクチンの量に限りがあり、その供給も順次行われる見通しである場合は、国が接種順位と接種

の時期を公表し、順次接種することとする。 

b 市町村又は県は、国の指示により、予防接種法第６条第３項の規定に基づく予防接種を実施する。 

c 厚生労働省は、市町村又は都道府県の接種体制の構築に資するよう、発生した新型インフルエンザ等の特徴を踏まえ、

接種のペース（１日〇万回など）の目安を示すよう努める。 

② 接種対象者 

ア 住民接種は、接種を希望する県民全員を対象とする。 

イ ワクチンの供給量が限られている中で、ワクチンの廃棄を抑えて接種を効率的に実施する必要があることから、実施主

体である各市町村又は県が接種を実施する対象者は、当該市町村又は県の区域内に居住する者を原則とする。 

ウ 当該市町村に所在する医療機関に勤務する医療従事者、入院中の患者その他のやむを得ない事情があると当該市町村長

又は知事が認める者に対しても、接種を実施する場合が考えられる。 

③ 接種体制の構築等 
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ア 医療従事者の確保 

a 市町村又は県が接種に携わる医療従事者の確保ができないような場合、知事は、特措法第 31条第３項に基づき、医療

関係者に対し、住民に対する予防接種の実施に関し必要な協力の要請等を行う。なお、医療従事者の確保に当たっては、

接種に協力する医療機関における通常の診療への影響が最小限となるよう配慮する必要がある。 

b 接種に携わる医療従事者が不足する場合等においては、知事は、特措法第 31 条の２及び第 31 条の３に基づき歯科医

師、診療放射線技師等に接種を行うよう要請することを検討する。歯科医師等に接種を実施させる場合は、厚生労働省

は、関係団体と連携し、歯科医師等に対する接種に係る研修の機会を提供する。 

c 県は、医療従事者の偏在が生じている場合や、市町村で医療従事者の不足が生じている場合は、関係市町村間の調整を

行う。 

イ 接種の実施会場の確保 

市町村又は県は、接種状況等を踏まえ、接種の実施会場の追加等を検討する。 

ウ 接種体制の構築 

a 市町村又は県は、各会場において予診を適切に実施するほか、医療従事者や誘導のための人員、待合室や接種場所等の

設備、接種に要する資材（副反応の発生に対応するためのものを含む。）等を確保する必要がある。 

b 発熱等の症状を呈している等の予防接種を行うことが不適当な状態にある者については、接種会場に赴かないよう広

報等により周知すること、及び接種会場において掲示等により注意喚起すること等により、市町村は、接種会場におけ

る感染対策を図ることが必要である。また、医学的ハイリスク者に対するワクチン接種については、接種に係るリスク

等も考慮して、接種を実施する場合であっても、予診及び副反応に関する情報提供をより慎重に行うことに留意する。 

c 医療従事者、医療機関に入院中の患者、在宅医療を受療中の患者については、基本的に当該者が勤務する、あるいは当

該者の療養を担当する医療機関等において接種を行う。ただし、在宅医療を受療中の患者や、高齢者支援施設等に入居

する者であって、当該医療機関における接種が困難な場合、訪問による接種も考えられる。 

d 市町村又は県は、高齢者支援施設、社会福祉施設等に入所中の者など、接種会場での接種が困難な者が接種を受けられ

るよう、市町村又は県の介護保険部局等、医師会等の関係団体と連携し、接種体制を確保する。 

e 国は、企業や大学等における職域接種の実施が必要と判断した場合には、職域接種の開始時期や使用するワクチン等の

内容について各地方公共団体に示すとともに、速やかに実施形態等の具体的運用を定める。 

エ 県による支援 
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  県において、国が示す接種の実施方法等について市町村に速やかに情報提供を行い、市町村が接種体制を構築するため

の事務的、技術的な支援を実施する。また、市町村からの相談窓口を設置し、国への相談・照会事項等について取りま

とめを行う。 

 ④ 接種の通知等 

ア 市町村が行う接種勧奨については、整備された情報基盤を介して、接種対象者のマイナポータルアプリ等がインストー

ルされたスマートフォン等に通知する。スマートフォン等の活用が困難な方に対しては、紙の接種券を発行すること等に

より接種機会を逸することのないよう対応する。 

イ 接種会場や接種開始日等について、スマートフォン等に対して電子的に接種対象者に通知するほか、ウェブサイト等の

広報媒体を活用して周知することとする。なお、電子的に情報を収集することが困難な方に対しては、情報誌への掲載等、

紙での周知を実施する。 

⑤ 接種記録の管理 

市町村又は県は、地方公共団体間で接種歴を確認し、接種誤りを防止できるよう、また、接種を受けた者がスマートフォ

ン等を利用して当該接種に係る記録を閲覧できるよう、市町村又は県が活用する予防接種関係のシステム（健康管理システ

ム等）と国が整備するシステム基盤の連携等により、接種記録の適切な管理を行う。 

⑥ その他 

市町村においては、パンデミック時の住民接種を推進する一方で、定期の予防接種の接種率が低下し、定期の予防接種の

対象疾病のまん延が生じないよう、定期の予防接種についても接種機会が確保されるよう取り組む必要がある。 

 

【新型コロナ対応における接種体制】 

新型コロナ対応においては、新型コロナの発症を予防し、死亡者や重症者の発生をできる限り減らし、結果として新型コロナウ

イルス感染症のまん延の防止を図ることを目的として、特定接種の枠組みはとらず、住民への接種を優先する考えに立ち、簡素か

つ効率的な接種体制として住民接種を実施した（令和２年９月 25日第 10回新型コロナウイルス感染症対策分科会）。 

また、令和３年６月にはワクチン接種に関する地域の負担を軽減し、接種の加速化を図っていくため、企業や大学等が確保でき

る医療従事者等を活用した職域（学校等を含む。）単位での接種を開始した。実施形態としては、企業単独での実施のほか、中小

企業が商工会議所等を通じて共同で実施すること、企業が下請け企業など取引先も対象に含めて実施すること、大学等が学生も

対象に含めて実施することなども可能とした。 
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なお、新型コロナの感染拡大下において実施した、全国民を対象とした予防接種法に基づく特例的な臨時接種は、日本国内に住

民票を有しない海外在留邦人等はその対象者に含まれなかったが、ワクチン接種体制が不十分な国に在留する邦人等に対しても

接種の機会を提供するため、東京国際空港及び成田国際空港等において一時帰国者等向けにワクチン接種が行われた。 

 

３．情報提供・共有 

対応期における対応に当たって、「情報提供・共有、リスクコミュニケーションに関するガイドライン」に掲げられる事項の

うち、予防接種における情報提供にも活用できるものについては、積極的に活用する。 

また、予防接種に関する情報提供については、疾病の特徴やワクチンの有効性・安全性の知見等に基づき、その時々の状況に

応じた対応が求められるが、ここでは一例として、新型コロナワクチンに係る対応状況を中心に示すこととする。 

 

（１）総論 

① 「情報提供・共有、リスクコミュニケーションに関するガイドライン」においては、広報専従のチームをつくり、意思決

定に関与する人が広報担当責任者となることや、受け手に応じた言葉と媒体で発信すること、コールセンターなどで得られ

た県民の疑問をフィードバックしてＱ＆Ａなどとして発信することなどが示されており、こうした原則に従って当初からリ

ソースを配分して、広報の実施を図る。 

② 県からの情報発信の手段としては、(a) ウェブサイト等の広報媒体を通じた直接の情報発信 (b) 市町村に資材を提供

することによる、地方公共団体を通じた情報発信 (c) プレスを通じた情報発信 (d) その他の取組、がある。 

③ 県は、記者会見やプレスリリースだけでなく、県民に直接読んでいただくためのウェブサイトやリーフレット等の資材を、

県の方針決定の直後に提供する必要がある。こうした対応のため、広報担当者（デザイン担当者を含む。）が、意思決定担

当者と密接に共同作業を行う必要がある。また、県民に理解していただける内容にするため、広報担当者が、高齢者や小児

と保護者などを含む一般の方々に直接御意見を聞きながら資材等を作成することが考えられる。 

④ 県は、コールセンターの受電状況や SNS の発信・拡散状況等を確認し、よくある質問や意見等に対する考え方等を県ウェ

ブサイト上に掲載するとともに、必要に応じて SNS 等での情報発信を行う。 

⑤ このほか、県は、ウェブサイト等の訴求対象に応じた媒体を活用した広報・情報発信を行うほか、市町村においては、地

域における接種に対応する医療機関の情報、接種の状況、各種相談窓口など、必要な情報提供を行うことも検討する。 
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⑥ 県及び市町村からの直接の情報発信と、マスメディアを通じた情報発信の双方が重要であるが、近年、インターネットを

通じた直接の情報発信の役割が大きくなっていることに留意が必要である。 

⑦ このほか、第２章４（４）に掲げる取組については、対応期には特に重要となることから、留意して対応する必要がある。 

⑧ ワクチン接種後の健康被害は不可避的に生ずるものであることから、健康被害救済制度について、引き続き、周知に取り

組む。 

⑨ また、パンデミック時においては、特定接種及び住民接種に関する広報を推進する必要がある一方で、定期の予防接種の

接種率が低下し、定期の予防接種の対象疾病のまん延が生じないようにする必要があることから、県及び市町村においては、

引き続き定期の予防接種の必要性等の周知に取り組む。 

 

表５ 国からの情報発信の例（新型コロナワクチンの事例） 

(a) ウェブを通じた情

報発信 

○厚生労働省ウェブサイトに以下のような情報を掲載するとともに、官邸ウェブサイトに新型

コロナワクチンサイトを特設。 

・「新型コロナワクチンについて」 

厚生労働省からの一次情報を全て掲載。見読性を高めるため、平易な解説文や画像ファイルな

ども掲載。 

・「新型コロナワクチンＱ＆Ａ」 

接種を受けられるか、接種後の生活、発熱時の対処など、一般の方が知りたい身近な疑問への

回答。 

・「コロナワクチンナビ」 

接種場所の検索が可能。 

○比較的若年の世代への周知や、より迅速な情報提供等のためには、SNS（Xや Facebook）を活

用した発信を実施。 

(b) 地方公共団体への

資材提供 

シーンに応じたリーフレット等を地方公共団体に提供 

・「接種のお知らせ」 個別送付を想定。 

・「接種後の注意点」 会場での配布を想定。 

・その他、問診時に提示する解説資料などを提供。 
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※多言語版、「やさしい日本語」版なども作成・提供 

(c) プレスを通じた情

報発信 
厚生労働大臣等による記者会見 

(d) その他 ・政府広報 

・地方公共団体における各種情報提供 

 

（２）特定接種に係る対応 

① 特定接種については、登録事業者に所属しており厚生労働大臣の定める基準に該当する業務に従事している者並びに新型

インフルエンザ等対策の実施に携わる国家公務員及び地方公務員を対象とした接種であることから、その対象者に的確な情

報が伝達されるよう周知を行うことが必要である。 

② 県及び市町村は、登録事業者等（登録事業者や接種対象者）に、具体的な接種の進捗状況や、ワクチンの有効性・安全性

に関する情報、相談窓口（コールセンター等）の連絡先など、接種に必要な情報を提供する。 

 

（３）住民接種に係る対応 

① 県は、問合せに応えるための窓口を設置し、対応を強化するほか、市町村は、実施主体として、住民からの基本的な相談

に応じる。 

② 特措法第 27 条の２第１項に基づく住民接種については、接種を緊急に実施するものであり、接種時には次のような状況

が予想される。 

ア 新型インフルエンザ等の流行に対する不安が極めて高まっている。 

イ ワクチンの需要が極めて高い一方、当初の供給が限られている。 

ウ ワクチンの有効性・安全性については、当初の情報が限られ、接種の実施と並行して情報収集・分析が進められるため、

逐次様々な知見が明らかになる。 

エ 平時の予防接種では実施していない接種体制がとられることとなり、そのための混乱も起こり得る。 

③ これらを踏まえ、広報に当たっては、県及び市町村は、次のような点に留意する。 

ア 接種の目的や優先接種の意義等を分かりやすく伝えることが必要である。 

イ ワクチンの有効性・安全性についての情報をできる限り公開するとともに、分かりやすく伝えることが必要である。 
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ウ 接種の時期、方法など、県民一人一人がどのように対応するべきかについて、分かりやすく伝えることが必要である。 

④ 県においては、様々な広報媒体を活用して、具体的な接種スケジュールや接種の実施場所・方法、ワクチンの有効性・安

全性に関する情報、相談窓口（コールセンター等）の連絡先等の周知を行う。 

⑤ 市町村においては、実施主体として、具体的な接種スケジュールや接種の実施場所・方法、ワクチンの有効性・安全性に

関する情報、相談窓口（コールセンター等）の連絡先等の周知を行う。 

 

４．健康被害救済 

① 予防接種法に基づく予防接種により健康被害が生じた場合、被接種者等からの申請に基づき、審査会において予防接種と健

康被害との因果関係について審査を行い、その結果に基づき給付が行われる。給付の実施主体は、特定接種の場合はその実施

主体、住民接種の場合は市町村となる。 

② 住民接種の場合、接種した場所が住所地以外でも、健康被害救済の実施主体は、予防接種法第 15 条第１項に基づき、健康

被害を受けた者が接種時に住民票を登録していた市町村とする。 

③ 県及び市町村は、国の示す手引きや FAQなどを活用し、申請件数等に応じて、手続の迅速化に努める。 

  また、国や医療機関と緊密に連携しながら、予防接種健康被害救済制度の周知に取り組む。 

④ 市町村は、予防接種健康被害救済制度について被接種者へ情報提供を行い、申請を受け付けるほか、申請を行おうとする被

接種者等からの相談等への対応を適切に行う。
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（別添） 特定接種の対象となり得る業種・職務について 

特定接種の対象となり得る者の範囲や総数、接種順位等は、新型インフルエンザ等発生時に政府対策本部において、発生状況等

に応じて柔軟に決定されるが、発生時に速やかに接種体制を整備するための基本的な考え方は以下のとおり整理されている。 

（１）特定接種の登録対象者 

Ａ 医療分野  

（A-1:新型インフルエンザ等医療型､A-2:重大・緊急医療型） 

業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

新型インフルエン

ザ等医療型 

A-1 新型インフルエンザ等の患者又

は新型インフルエンザ等にり患

していると疑うに足りる正当な

理由のある者に対して、新型イ

ンフルエンザ等に関する医療の

提供を行う病院、診療所、薬局

及び訪問看護ステーション 

新型インフルエン

ザ等医療の提供 

協定締結医療機関等におい

て新型インフルエンザ等医

療の提供に従事する者（医

師、看護師、薬剤師、窓口

事務職員等） 

厚生労働省 

重大・緊急医療型 A-2 救命救急センター、災害拠点病

院、公立病院、地域医療支援病

院、国立ハンセン病療養所、国

立研究開発法人国立がん研究セ

ンター、国立研究開発法人国立

循環器病研究センター、国立研

究開発法人国立精神・神経医療

生命・健康に重

大・緊急の影響が

ある医療の提供 

 

重大・緊急の生命保護に従

事する有資格者（医師、歯

科医師、薬剤師、保健師、

助産師、看護師、准看護

師、救急救命士、歯科衛生

士、歯科技工士、診療放射

線技師、臨床検査技師、臨

厚生労働省 
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研究センター、JIHS、国立研究

開発法人国立成育医療研究セン

ター、国立研究開発法人国立長

寿医療研究センター、独立行政

法人国立病院機構の病院、独立

行政法人労働者健康安全機構の

病院、独立行政法人地域医療機

能推進機構の病院、日本赤十字

病院、社会福祉法人恩賜財団済

生会の病院、厚生農業協同組合

連合会の病院、社会福祉法人北

海道社会事業協会の病院、大学

附属病院、二次救急医療機関、

救急告示医療機関、分娩を行う

医療機関、透析を行う医療機関 

床工学技士、義肢装具士、

理学療法士、作業療法士、

視能訓練士、言語聴覚士、

管理栄養士） 

（注１）重大緊急医療型小分類には、公立の医療機関も含め記載。 
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Ｂ 国民生活・国民経済安定分野 

（B-1：介護・福祉型、B-2：指定公共機関型、B-3：指定公共機関同類型、B-4：社会インフラ型、B-5：その他） 

業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

社会保険・社会福

祉・介護事業 

B-1 介護保険施設（A－1に

分類されるものを除

く。）、指定居宅サービ

ス事業、指定地域密着

型サービス事業、老人

福祉施設、有料老人ホ

ーム、障害福祉サービ

ス事業、障害者支援施

設、障害児入所支援施

設、救護施設、児童福

祉施設 

サービスの停止等が利用者

の生命維持に重大・緊急の

影響がある介護・福祉サー

ビスの提供 

サービスの停止等が利用者

の生命維持に重大・緊急の

影響がある利用者（要介護

度３以上、障害程度区分４

（障害児にあっては、短期

入所に係る障害児程度区分

２と同程度）以上又は未就

学児以下）がいる入所施設

と訪問事業所 

介護等の生命維持に関わる

サービスを直接行う職員

（介護職員、保健師・助産

師・看護師・准看護師、保

育士、理学療法士等）と意

思決定者（施設長） 

厚生労働省 

医薬品・化粧品等

卸売業 

B-2 

B-3 

医薬品卸売販売業 新型インフルエンザ等発生

時における必要な医療用医

薬品又は体外診断用医薬品

の販売 

新型インフルエンザ等医療

又は重大・緊急医療に用い

る医療用医薬品又は体外診

断用医薬品の販売、配送 

厚生労働省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

医薬品製造業 B-2 

B-3 

医薬品製造販売業 

医薬品製造業 

新型インフルエンザ等発生

時における必要な医療用医

薬品の生産 

新型インフルエンザ等医療

又は重大・緊急医療に用い

る医療用医薬品の元売り、

製造、安全性確保、品質確

保 

厚生労働省 

体外診断用医薬品

製造業 

B-2 

B-3 

体外診断用医薬品製造

販売業 

体外診断用医薬品製造

業 

新型インフルエンザ等発生

時における必要な体外診断

用医薬品の生産 

新型インフルエンザ等医療

又は重大・緊急医療に用い

る体外診断用医薬品の元売

り、製造、安全性確保、品

質確保 

厚生労働省 

医療機器修理業 

医療機器販売業 

医療機器貸与業 

B-2 

B-3 

医療機器修理業 

医療機器販売業 

医療機器貸与業 

新型インフルエンザ等発生

時における必要な医療機器

の販売 

新型インフルエンザ等医療

又は重大・緊急医療に用い

る医療機器の販売、配送 

厚生労働省 

医療機器製造業 B-2 

B-3 

医療機器製造販売業 

医療機器製造業 

新型インフルエンザ等発生

時における必要な医療機器

の生産 

新型インフルエンザ等医療

又は重大・緊急医療に用い

る医療機器の元売り、製

造、安全性確保、品質確保 

厚生労働省 

再生医療等製品販

売業 

B-2 

B-3 

再生医療等製品販売業 新型インフルエンザ等発生

時における必要な再生医療

等製品の販売 

新型インフルエンザ等医療

又は重大・緊急医療に用い

る再生医療等製品の販売、

配送 

厚生労働省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

再生医療等製品製

造業 

B-2 

B-3 

再生医療等製品製造販

売業 

再生医療等製品製造業 

新型インフルエンザ等発生

時における必要な再生医療

等製品の生産 

新型インフルエンザ等医療

又は重大・緊急医療に用い

る再生医療等製品の元売

り、製造、安全性確保、品

質確保 

厚生労働省 

ガス業 B-2 

B-3 

ガス業 新型インフルエンザ等発生

時における必要なガスの安

定的・適切な供給 

原料調達、ガス製造、ガス

の供給監視・調整、設備の

保守・点検、緊急時の保安

対応、製造・供給・顧客情

報等の管理、製造・供給に

関連するシステムの保守業

務 

経済産業省 

銀行業 B-2 中央銀行 新型インフルエンザ等発生

時における必要な通貨及び

金融の安定 

銀行券の発行ならびに通貨

及び金融の調節、資金決済

の円滑の確保を通じ信用秩

序の維持に資するための措

置 

財務省 

空港管理者 B-2 

B-3 

空港機能施設事業 新型インフルエンザ等発生

時における必要な旅客運送

及び緊急物資（特措法施行

令第 14条で定める医薬品、

食品、医療機器その他衛生

用品、燃料をいう。以下同

じ。）の航空機による運送確

保のための空港運用 

航空保安検査、旅客の乗降

に関する業務、燃料補給、

貨物管理、滑走路等維持管

理 

国土交通省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

航空運輸業 B-2 

B-3 

航空運送業 新型インフルエンザ等発生

時における必要な旅客運送

及び緊急物資の運送 

航空機の運航業務、客室業

務、運航管理業務、整備業

務、旅客サービス業務、貨

物サービス業務 

国土交通省 

水運業 B-2 

B-3 

外航海運業 

沿海海運業 

内陸水運業 

船舶貸渡業 

新型インフルエンザ等発生

時における必要な緊急物資

の運送業務 

船舶による緊急物資の運送

業務 

国土交通省 

通信業 B-2 

B-3 

固定電気通信業 

移動電気通信業 

新型インフルエンザ等発生

時における必要な通信の確

保 

通信ネットワーク・通信設

備の監視・運用・保守、社

内システムの監視・運用・

保守 

総務省 

鉄道業 B-2 

B-3 

鉄道業 新型インフルエンザ等発生

時における必要な旅客運送

及び緊急物資の運送 

運転業務、運転指令業務、

信号取扱い業務、車両検査

業務、運用業務、信号シス

テム・列車無線・防災設備

等の検査業務、軌道及び構

造物の保守業務、電力安定

供給のための保守業務、線

路・電線路設備保守のため

の統制業務（電力指令業

務、保線指令業務）、情報

システムの管理業務 

国土交通省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

電気業 B-2 

B-3 

電気業 新型インフルエンザ等発生

時における必要な電気の安

定的・適切な供給 

発電所・変電所の運転監

視、保修・点検、故障・障

害対応、燃料調達受入、資

機材調達、送配電線の保

修・点検・故障・障害対

応、電力系統の運用・監

視・故障・障害対応、通信

システムの維持・監視・保

修・点検・故障・障害対応 

経済産業省 

道路貨物運送業 B-2 

B-3 

一般貨物自動車運送業 新型インフルエンザ等発生

時における必要な緊急物資

の運送 

トラックによる緊急物資の

運送の集荷・配送・仕分け

管理、運行管理、整備管理 

国土交通省 

道路旅客運送業 B-2 

B-3 

一般乗合旅客自動車運

送業 

患者等搬送事業 

新型インフルエンザ等発生

時における必要な旅客の運

送 

旅客バス・患者等搬送事業

用車両の運転業務、運行管

理業務、整備管理業務 

国土交通省 

  



予防接種（ワクチン）に関するガイドライン 
（別添） 

39 

 

業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

放送業 B-2 

B-3 

公共放送業 

民間放送業 

新型インフルエンザ等発生

時における国民への情報提

供 

新型インフルエンザ等発生

に係る社会状況全般の報道

を行うための取材、編成・

番組制作、番組送出、現場

からの中継、放送機器の維

持管理、放送システム維持

のための専門的な要員の確

保 

総務省 

 

郵便業 B-2 

B-3 

郵便 新型インフルエンザ等発生

時における郵便の確保 

郵便物の引受・配達 総務省 

映像・音声・文字

情報制作業 

B-3 新聞業 新型インフルエンザ等発生

時における国民への情報提

供 

新聞（一般紙）の新型イン

フルエンザ等発生に係る社

会状況全般の報道を行うた

めの取材業務、編集・制作

業務、印刷・販売店への発

送業務、編集・制作システ

ムの維持のための専門的な

要員の確保 

経済産業省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

銀行業 B-3 銀行 

中小企業等金融業 

農林水産金融業 

政府関係金融機関 

新型インフルエンザ等発生

時における必要な資金決済

及び資金の円滑な供給 

現金の供給、資金の決済、

資金の融通、金融事業者間

取引 

金融庁 

内閣府 

経済産業省 

農林水産省 

財務省 

厚生労働省 

河川管理・用水供

給業 

― 河川管理・用水供給業 新型インフルエンザ等発生

時における必要な水道、工

業用水の安定的・適切な供

給に必要な水源及び送水施

設の管理 

ダムの流量調節操作及び用

水供給施設の操作、流量・

水質に関する調査、ダム及

び用水供給施設の補修・点

検・故障・障害対応 

国土交通省 

工業用水道業 ― 工業用水道業 新型インフルエンザ等発生

時における必要な工業用水

の安定的・適切な供給 

浄水管理、水質検査、配水

管理、工業用水道設備の補

修・点検・故障・障害対応 

経済産業省 

下水道業 ― 下水道処理施設維持管

理業 

下水道管路施設維持管

理業 

新型インフルエンザ等発生

時における下水道の適切な

運営 

処理場における水処理・汚

泥処理に係る監視・運転管

理、ポンプ場における監

視・運転管理、管路におけ

る緊急損傷対応 

国土交通省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

上水道業 ― 上水道業 新型インフルエンザ等発生

時における必要な水道水の

安定的・適切な供給 

浄水管理、導・送・配水管

理、水道施設の故障・障害

対応、水質検査 

国土交通省 

金融証券決済事業

者 

B-4 全国銀行資金決済ネッ

トワーク 

金融決済システム 

新型インフルエンザ等発生

時における金融システムの

維持 

金融機関間の決済、CD/ATM

を含む決済インフラの運

用・保守 

金融庁 

金融商品取引所等  銀行等が資金決済や資金供

給を円滑に行うために必要

な有価証券や派生商品の取

引を行うための注文の受

付、付合せ、約定 

 

金融商品取引清算機関  有価証券や派生商品の取引

に基づく債務の引受け、取

引の決済の保証 

 

振替機関  売買された有価証券の権利

の電子的な受渡し 

 

石油・鉱物卸売業 B-4 石油卸売業 新型インフルエンザ等発生

時における石油製品（LPガ

スを含む。）の供給 

石油製品（LPガスを含

む。）の輸送・保管・出

荷・販売 

経済産業省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

石油製品・石炭製

品製造業 

B-4 石油精製業 新型インフルエンザ等発生

時における石油製品の製造 

製油所における関連施設の

運転、原料及び製品の入出

荷、保安防災、環境保全、

品質管理、操業停止、油槽

所における製品配送及び関

連業務、貯蔵管理、保安防

災、環境保全、本社・支店

における需給対応（計画・

調整）、物流の管理 

経済産業省 

熱供給業 B-4 熱供給業 新型インフルエンザ等発生

時における熱供給 

燃料調達、冷暖房・給湯の

供給監視・調整、設備の保

守・点検、製造・供給に関

する設備・システムの保

守・管理 

経済産業省 

飲食料品小売業 B-5 各種食料品小売業 

食料品スーパー 

コンビニエンスストア 

新型インフルエンザ等発生

時における最低限の食料品

（缶詰・農産保存食料品、

精穀・精粉、パン・菓子、

レトルト食品、冷凍食品、

めん類、育児用調整粉乳を

いう。以下同じ。）の販売 

食料品の調達・配達、消費

者への販売業務 

農林水産省 

経済産業省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

各種商品小売業 B-5 百貨店・総合スーパー 新型インフルエンザ等発生

時における最低限の食料

品、生活必需品（石けん、

洗剤、トイレットペ―パ

ー、ティッシュペーパー、

シャンプー、ごみビニール

袋、衛生用品をいう。以下

同じ。）の販売 

食料品、生活必需品の調

達・配達、消費者への販売

業務 

経済産業省 

食料品製造業 B-5 缶詰・農産保存食料品

製造業 

精穀・製粉業 

パン・菓子製造業 

レトルト食品製造業 

冷凍食品製造業 

めん類製造業 

処理牛乳・乳飲料製造

業（育児用調整粉乳に

限る） 

新型インフルエンザ等発生

時における最低限の食料品

の供給 

最低限の食料品の製造、資

材調達、出荷業務 

農林水産省 
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業種 類型 業種小分類 社会的役割 業務 担当省庁 

飲食料品卸売業 B-5 食料・飲料卸売業 

卸売市場関係者 

新型インフルエンザ等発生

時における最低限の食料品

及び食料品を製造するため

の原材料の供給 

食料品・原材料の調達・配

達・販売業務 

農林水産省 

石油事業者 B-5 燃料小売業（LPガス、

ガソリンスタンド） 

新型インフルエンザ等発生

時における LPガス、石油製

品の供給 

オートガススタンドにおけ

る LP ガスの受入・保管・

販売・保安点検 

サービスステーションにお

ける石油製品の受入・保

管・配送・販売・保安点検 

経済産業省 

その他の生活関連

サービス業 

B-5 火葬・墓地管理業 火葬の実施 遺体の火葬業務 厚生労働省 

その他の生活関連

サービス業 

B-5 冠婚葬祭業 遺体の死後処置 遺体の死後処理に際して、

直接遺体に触れる作業（創

傷の手当・身体の清拭・詰

め物・着衣の装着） 

経済産業省 

その他小売業 B-5 ドラッグストア 新型インフルエンザ等発生

時における最低限の生活必

需品の販売 

生活必需品の調達・配達、

消費者への販売業務 

経済産業省 

厚生労働省 

廃棄物処理業 B-5 産業廃棄物処理業 医療廃棄物の処理 医療機関からの廃棄物の収

集運搬、焼却処理 

環境省 

（注２）業種名は、原則として日本標準産業分類上の整理とする。 

（注３）上記の標準産業分類には該当しないが、特定接種対象業種と同様の社会的役割を担う事業所については同様の社会的役割

を担っている日本標準産業分類に該当する事業所として整理する。 



予防接種（ワクチン）に関するガイドライン 
（別添） 

45 

 

（注４）水先業及びタグ事業については、水運業の一体型外部事業者とする。 

（注５）倉庫業、港湾運送業、貨物利用運送業については、取り扱う物資によって公益性が変化するため、緊急物資の運送業務に

必要な事業者については、外部事業者とする。また、緊急物資について荷主企業や運送事業者と長期的（恒常的）な契約を

結ぶなど、一体的な業務を行っているところは一体型外部事業者として処理し、これらと短期的な契約を行っている事業者

は、一般の外部事業者とする。 

 

（２）特定接種の対象となり得る国家公務員及び地方公務員 

 特定接種の対象となり得る新型インフルエンザ等対策の職務は以下のいずれかに該当する者である。 

 

区分１：新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務 

    （＝新型インフルエンザ等の発生により生ずる又は増加する職務） 

区分２：新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施が強く求められる国民の緊急の生命保護と秩序の

維持を目的とする業務や国家の危機管理に関する職務 

区分３：民間の登録事業者と同様の職務 

 

区分１：新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる職務 

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

政府対策本部の意思決定、総合調整等に関す

る事務 

政府対策本部員 区分１ 統括庁 

政府対策本部の事務 政府対策本部事務局職員 区分１ 統括庁 

政府が行う意思決定・重要政策の企画立案に

関わる業務、閣議関係事務 

内閣官房職員（官邸・閣議関係職

員） 

区分１ 統括庁 

政府対策本部の意思決定に必要な専門的知見

の提供 

推進会議委員 区分１ 統括庁 



予防接種（ワクチン）に関するガイドライン 
（別添） 

46 

 

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

各省庁の意思決定・総合調整に関する事務

（秘書業務を含む。） 

各省庁政務三役（大臣・副大臣・大

臣政務官） 

秘書官 

区分１ 各省庁 

各省庁の新型インフルエンザ等対策の中核を

担う本部事務 

具体的な本部事務の考え方は、以下のとお

り。 

・対策本部構成員、幹事会構成員、事務局員

のみを対象 

・事務局員については、新型インフルエンザ

等対策事務局事務に専従する者のみ 

各省庁対策本部構成員 

各省庁対策幹事会構成員 

各省庁対策本部事務局担当者 

区分１ 各省庁 

諸外国との連絡調整、在外邦人支援 在外公館職員 区分１ 外務省 

検疫・動物検疫・入国管理・税関の強化 

（検疫実施空港・港における水際対策・検疫

事務） 

検疫所職員 

動物検疫所職員 

入国管理局職員 

税関職員 

区分１ 厚生労働省 

農林水産省 

法務省 

財務省 

国内外の情報収集・検査体制の整備・ワクチ

ン製造株の開発・作製 

JIHS職員 区分１ 厚生労働省 
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特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

緊急の改正が必要な法令の審査、解釈（行政

府） 

内閣法制局職員 区分１ 内閣法制局 

都道府県対策本部の意思決定、総合調整等に

関する事務 

都道府県対策本部員 区分１ ー 

都道府県対策本部の事務 都道府県対策本部事務局職員 区分１ ー 

市町村対策本部の意思決定、総合調整等に関

する事務 

市町村対策本部員 区分１ ー 

市町村対策本部の事務 市町村対策本部事務局職員 区分１ ー 

新型インフルエンザウイルス性状解析、抗原

解析、遺伝子解析、発生流行状況の把握 

地方衛生研究所職員 区分１ ー 

住民への予防接種、協定指定医療機関との調

整、疫学的調査、検体の採取 

保健所職員 

市町村保健師 

市町村保健センター職員 

区分１ ー 

新型インフルエンザ等対策に必要な法律の制

定・改正、予算の議決、国会報告に係る審議

（秘書業務を含む。） 

国会議員 

国会議員公設秘書（政策担当秘書、

公設第一秘書、公設第二秘書） 

区分１ ー 

新型インフルエンザ等対策に必要な都道府

県、市町村の予算の議決、議会への報告 

地方議会議員 区分１ ー 

国会の運営 衆議院事務局職員 

参議院事務局職員 

区分１ ー 

地方議会の運営 地方議会関係職員 区分１ ー 
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緊急の改正が必要な法令の審査、解釈（立法

府） 

衆議院法制局職員 

参議院法制局職員 

区分１ ー 

 

 

区分２：新型インフルエンザ等の発生に関わりなく、行政による継続的な実施が強く求められる国民の緊急の生命保護と秩序の維

持を目的とする業務や国家の危機管理に関する職務 

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

令状発付に関する事務 裁判所職員 区分２ ー 

勾留請求、勾留状の執行指揮等に関する事務 検察官 区分２ 法務省 

刑事施設等（刑務所、拘置所、少年刑務所、

少年院、少年鑑別所）の保安警備 

刑事施設等職員 区分２ 法務省 

医療施設等の周辺における警戒活動等 

犯罪の予防・検挙等の第一線の警察活動 

警察職員 区分１ 

区分２ 

警察庁 

救急 

消火、救助等 

消防職員 

消防団員 

都道府県の航空消防隊 

救急搬送事務に従事する職員（消防

本部を置かない市町村において救急

搬送事務を担当することとされてい

る職員に限る。） 

区分１ 

区分２ 

消防庁 
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特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

事件・事故等への対応及びそれらを未然に防

止するため船艇・航空機等の運用、船舶交通

のための信号等の維持 

海上保安官 区分１ 

区分２ 

海上保安庁 

防衛医科大学校病院及び各自衛隊病院等にお

ける診断・治療 

家きんに対する防疫対策、在外邦人の輸送、

医官等による検疫支援、緊急物資等の輸送 

その他、第一線（部隊等）において国家の危

機に即応して対処する事務 

自衛隊の指揮監督 

防衛省職員 区分１ 

区分２ 

防衛省 

国家の危機管理に関する事務 内閣官房職員 

各省庁職員 

区分２ 内閣官房 

各省庁 

 

  



予防接種（ワクチン）に関するガイドライン 
（別添） 

50 

 

区分３：民間の登録事業者と同様の業務 

（１）の新型インフルエンザ等医療型、重大・緊急医療型、社会保険・社会福祉・介護事業、電気業、ガス業、鉄道業、道路旅客

運送業、航空運送業又は空港管理者（管制業務を含む。）、火葬・墓地管理業、産業廃棄物処理業、上水道業、河川管理・用

水供給業、工業用水道業及び下水道処理施設維持管理業及び下水道管路施設維持管理業と同様の社会的役割を担う職務（運

用は登録事業者と同様とする。） 

特定接種の対象となり得る職務 職種 区分 担当省庁 

新型インフルエンザ等医療型 国立、県立・市町村立の医療施設職員 区分３ ー 

重大・緊急医療型 ー 

社会保険・社会福祉・介護事業 国立、県立・市町村立の介護・福祉施設職

員 

区分３ ー 

電気業 電気業に従事する職員 区分３ ー 

ガス業 ガス業に従事する職員 区分３ ー 

鉄道業 鉄道業に従事する職員 区分３ ー 

道路旅客運送業 道路旅客運送業に従事する職員 区分３ ー 

航空運送業又は空港管理者（管制業務

を含む。） 

地方航空局職員、航空交通管制部職員 区分３ 国土交通省 

火葬・墓地管理業 火葬場・墓地に従事する職員 区分３ ー 

産業廃棄物処理業 医療廃棄物処理業に従事する職員 区分３ ー 

上水道業 上水道業に従事する職員 区分３ ー 

河川管理・用水供給業 河川管理・用水供給業に従事する職員 区分３ ー 

工業用水道業 工業用水道業に従事する職員 区分３ ー 

下水道処理施設維持管理業及び下水道

管路施設維持管理業 

下水道業に従事する職員 区分３ ー 

 


